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     職員配置表                         （平成 19 年８月１日現在） 

                                          （単位：人）

職務　　 職務　　

　　所属 事務 技術 事務 技術 技能 　　所属 事務 技術 事務 技術 技能

総務部 8 4 75 22 109 西部支所 2 2 34 75 45 158

職員部 4 48 3 55 　新宿営業所 1 37 38

経理部 6 1 75 38 120 　中野営業所 1 32 33

サービス推進部 6 88 94 　杉並東営業所 1 27 1 29

浄水部 2 6 25 59 92 　杉並西営業所 1 21 22

給水部 1 5 37 82 8 133 南部第一支所 2 2 31 65 42 142

建設部 1 5 15 74 95 　大田南営業所 1 22 23

多摩水道改革推進本部調整部 5 6 84 158 7 260 　大田北営業所 1 28 29

　多摩ニュータウン水道事務所 1 23 16 3 43 　品川営業所 1 28 29

多摩水道改革推進本部施設部 4 6 73 83 南部第二支所 2 2 33 76 47 160

研修・開発センター 1 2 12 31 46 　世田谷東営業所 1 43 44

水運用センター 3 11 153 167 　世田谷西営業所 1 23 24

水質センター 4 5 58 1 68 　目黒営業所 1 23 24

水道特別作業隊 2 1 42 32 77 　渋谷営業所 1 29 30

水源管理事務所 1 2 15 55 1 74 北部支所 2 2 36 92 45 177

　村山山口貯水池管理事務所 1 5 19 6 31 　練馬東営業所 1 28 29

　小河内貯水池管理事務所 1 5 12 7 25 　練馬西営業所 1 21 22

中央支所 2 2 35 93 46 178 　板橋南営業所 1 23 24

　千代田営業所 1 18 19 　板橋北営業所 1 20 21

　港営業所 1 24 25 　北営業所 1 24 25

　豊島営業所 1 29 30 東村山浄水管理事務所 1 2 17 85 9 114

　文京営業所 1 18 19 　境浄水場 1 5 21 27

　台東営業所 1 22 23 　小作浄水場 1 4 25 10 40

東部第一支所 2 2 33 83 40 160 玉川浄水管理事務所 1 2 11 36 2 52

　江東営業所 1 28 29 　砧浄水場 1 4 24 1 30

　墨田営業所 1 20 1 22 　長沢浄水場 1 5 28 5 39

　江戸川営業所 1 43 1 45 金町浄水管理事務所 1 2 14 125 32 174

東部第二支所 2 2 33 83 45 165 　三郷浄水場 1 5 77 8 91

　荒川営業所 1 16 17 朝霞浄水管理事務所 1 2 10 79 8 100

　足立営業所 1 43 44 　三園浄水場 1 5 59 4 69

　葛飾営業所 1 33 1 35 東部建設事務所 1 3 15 80 99

西部建設事務所 1 3 15 82 101

計 82 82 1,639 2,174 425 4,402

（注）再任用職員を含む。

一般職員
総計

管理職員 一般職員
総計

管理職員



水道事業についての補足資料 

（水道事業とは） 

○ 水道事業とは、「一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業」（水道法第

３条第２項）。

○ 水道事業の経営主体は原則市町村である（水道法第６条）が、特別区の区域にお

いては、東京都が水道事業を行っている（水道法第４９条）。

○ 水道事業は、他の水道事業と給水区域を重複することはできず、地域的独占事業

として運営される。

○ また、水道事業は、地方財政法上の公営企業であり、特別会計の設置・独立採算

制の採用が規定されている。

○ さらに、水道事業は、地方公営企業法の規定の全部が当然に適用され、経理が官

公庁会計方式ではなく企業会計方式によってなされる。財源のほとんどは、水道

料金により賄われている。

○ 全国的にみれば、小規模事業体が多く、平成１６年に厚生労働省が策定した「水

道ビジョン」において、水道事業の運営基盤の強化のため、「都道府県が広域化計

画を策定し、ソフト統合等の新たな概念による広域化を推進」することとしてい

る。

（水源から各家庭などまでの流れ） 

○ 川などの水源から原水を取水し、浄水場で浄水処理し、給水所や配水管などの配

水施設を経由し、各家庭などに届けられる。

○ 水道事業は、地方公営企業であり、地方公営企業法第３条で規定している「常に

企業の経済性を発揮する」ことが求められ、効率的な施設整備が必要。

      

（出典）東京都水道局 HP 



（東京都における水道事業） 

○ 東京都水道局は、特別区のみならず２５市町の区域において、水道事業を実施し

ている。

【基本事項】 

1222.3k㎡

686万 W/ 日

623万 W/ 日

12,246千人

25,262km

6,551千件

4,563人

配水管延長

給水件数

職員数

給水区域面積

施設能力

水源量

給水人口

○ 施設整備も、区部及び多摩を含め、一体的に行われており、配水系統は、下図の

とおり、各特別区や各市町の行政区域をまたいでいる（別紙参照）。

○ 安定した給水を確保するために、水運用センターで一括して集中的に各種データ

を各所から収集し、多摩地区の主要施設を含めた東京都全域の監視・運用を２４

時間体制で実施している。

○ 給水栓（蛇口）における水道水の安全性を確認するために、水質センターで一括

して、配水系統ごとに定めた都内１２３箇所で定期的に水質検査を実施している。

○ 区部では、お客さまに水道をお使いいただくうえで必要な各種届出の受付、水道

に関する各種問い合わせの対応のため、平成１７年１月にお客さまセンターを開

設し、一括して受付を行っている。また、料金などお客さま情報についても、オ

ンラインシステムを導入して一体的に管理し、迅速で的確な業務運営によるお客

さまサービスの向上に努めている。

○ 多摩地区の水道は、各市町村が個別に経営していたが、料金格差や住民サービス

面での問題があったため、昭和４６年「多摩地区水道事業の都営一元化基本計画」

を策定し、多摩地区の水道を都営一元化し、市町の地域内業務は原則として当該

市町への事務委託により実施することとした。しかし、事務委託制度では、各々

の市町域ごとに事業が運営されるため、料金支払、届出、相談窓口などがお客さ

まの居住地の市町に限定され、また市町域にとらわれない適正な給水区域の設定

ができないなど、制度自体に起因する問題があり、広域水道としてのメリットを

十分に発揮することが困難となっている。このため都では、より一層のお客さま

サービスと給水安定性の向上、より効率的な事業運営のため、事務委託の解消を



主たる内容とする多摩地区水道の経営改善を実施することとし、平成１５年「多

摩地区水道経営改善基本計画」を策定し、各市町と個別に協議を進め、順次事務

委託の解消を図っているところである。

（近隣県などにおける実施状況） 

① 市町村が単独で水道事業を実施

例）武蔵野市、羽村市、昭島市など

② 市町村が一部事務組合を設け水道事業を実施

例）越谷・松伏水道企業団

③ 県が水道事業を実施

例）神奈川県企業庁（給水区域：１８市町）

千葉県水道局（給水区域：１３市村）

④ 市町村と市町村などから構成される一部事務組合（水道用水供給事業を実施）で

役割分担

例）神奈川県内広域水道企業団（神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市）

⑤ 市町村と県（水道用水供給事業を実施）で役割分担

例）埼玉県が６５市町に浄水を供給

○ 用水供給事業は、需要者（各水道事業者）に、水道水を供給し、需要者が受水し

た分の料金を支払うことにより成り立っている。都における配水体制は、水源が

複数あり、それらを都全体で一括して融通して行っている。
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公共下水道の設置・管理についての補足資料 

（公共下水道とは） 

○ 公共下水道とは、「主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地

方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続

するものであり、かつ、汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠である構造

のもの」（下水道法第２条第３号）。

○ 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うこととされ

ている（下水道法第３条）が、特別区の区域においては、東京都が実施している

（下水道法第４２条、地方自治法の一部を改正する法律（昭和四十九年法律第七

十一号）附則第１５条）。

○ 公共下水道事業は、地方財政法上の公営企業であり、特別会計の設置・独立採算

制の採用が規定されている（地方財政法第６条、地方財政法施行令第３７条）。

○ また、公共下水道事業は、水道事業と異なり、地方公営企業法の規定が当然に適

用されないが、都は条例で定めるところにより地方公営企業法を任意適用してい

る（地方公営企業法第２条第３項）。

 

（下水道の基本的役割） 

○ 家庭や工場から排出された汚水を処理して、快適な生活環境を確保する。 

○ 道路や宅地に降った雨水を速やかに排除して、浸水から街を守る 

○ 下水を処理し、きれいにした水を川や海へ放流することにとり、その水質を改善

し保全する。 

○ 再生水や下水が持つ熱、汚泥等の資源・エネルギーを活用することにより、省資

源・省エネルギー化を進め、地球環境保全に貢献する。 

 

（汚水、雨水の流れ） 

○ 家庭や工場から出た汚水は、下水道管（枝線・幹線）に集まり、地勢に応じてポ

ンプ所などを経由し、水再生センターに送られ、下水処理がなされ川などへ放流

される。

（出典）東京都下水道局 HP 



○ 道路や宅地に降った雨水は、下水道により速やかに排除され、河川や海に放流さ

れる。

（東京都における下水道事業） 

○ 東京都下水道局は、特別区の区域において一体的に公共下水道事業を実施してい

る。

○ 区部の下水道は、「都」制度の下で、全体を一体として効率的に整備する計画「東

京特別都市計画下水道」に基づき、広域的な見地から建設が進められたものであ

る。そのため、大規模な幹線や処理場などの施設が、区部全域の中で地形や市街

化の進展を勘案しながら、集約的に整備・配置されている。

○ 下水を自然流下させるために川や分水嶺等、地勢に応じて、１０の処理区が設け

られており、下図のように、処理区は各特別区の行政区域をまたいでいる（別紙

参照）。

○ 水の流れは地形により決められるため、各処理区の幹線流域についても、行政区

をまたがって配置されていることが多い。

○ なお、東京都下水道局は、多摩地域の２６市３町１村の区域において、流域下水

道事業を実施している（市町村が公共下水道事業を実施）。

   （平成１８年４月現在） 

ポンプ所 水再生センター 処理区

名 （か所） （か所） 

芝浦 12 1 芝浦 

三河島 8 1 三河島 

砂町 29 2 有明、砂町 

小台 3 1 みやぎ 

落合 -  2 落合、中野 

森ヶ崎 13 1 森ヶ崎 

小菅 3 1 小菅 

葛西 8 1 葛西

新河岸 1 2 新河岸、浮間 

中川 4 1 中川 

計 81 13  

                                       



（東京都における下水道事業の課題） 

○ 施設の老朽化 

・ 区部全体に張り巡らされた 15, 600 ㎞の管きょ網の内、約 2，000 ㎞が耐用年数

を超えており、更新時期を迎えている。このため計画的な再構築を実施する必

要があり、施設の延命化を図りつつ対応している。 

・ 幹線管きょやポンプ所などの基幹施設の再構築は、老朽度や劣化の状況に基づ

く優先度の高いものから実施していく必要がある。 

・ 枝線再構築は、幹線管きょやポンプ所などの基幹施設の整備と整合を図りなが

らを実施する必要がある。 

  
○ 浸水被害の軽減 

・ 都市化の進展により雨水流出量が増大したことに伴い、下水道が整備された地

域でも浸水被害が発生している。 

・ １時間 50mmの降雨に対応するため地形などの地域特性を考慮した、効率的な

浸水対策事業を実施する必要がある。 

・ 地下街など浸水の危険性が高い地区で１時間 70mmの降雨に対応できる施設の

整備を行っている。 

  

浸水被害が大きい神田川沿い

に整備した内径8. 5mの和田弥

生幹線（全体貯留量 15 万 W）

○ 合流式下水道の改善、高度処理の推進 

・ 区部の約８割は合流式下水道で整備されており、大雨が降ると雨水で希釈され

た汚水の一部やごみが川や海へ放流されている。 

・ 降雨初期の特に汚れた下水を貯留する施設の整備や雨天時の下水をより多く

水再生センターに送水するための新たな幹線の整備を行っている。 



・ 東京湾の環境基準達成に向けて、高度処理施設を増強し、ちっ素、りんの除去

率を向上していく必要がある。 

 

 
合流式下水道吐口の状況

 
雨天時晴天時

 

○ 地球環境保全への貢献 

・ 都全体の事業活動全体から排出される温暖化ガスの約４割は、下水道の事業活

動に伴うものであり、地球環境保全への貢献が求められている。 

・ 下水道事業における地球温暖化防止計画である「アースプラン２００４」の着

実な推進と更なる温室効果ガス削減の検討を行なっている。 

・ 温室効果ガスの削減は、技術革新に依存するため、新技術の開発を行なってい

く必要がある。 

都庁全体の事務事業活動におけ

る温室効果ガス排出割合下水道局
4 3％

水道局
1 5％

交通局
1 2％

知事部局等
3 0％

全体排出量　　 2 2 0万t - CO2
下水道局排出量 9 5 .2万t - CO2
　　　　　　　（平成1 7 年度実績）

 

○ 業務の効率化 

・ ポンプ所の運転管理業務を効率化するため、広域的な施設の遠方監視制御化を

進めている。 

・ 水処理の過程で発生する汚泥を効率的に処理するために、汚泥処理施設の集約

化を進めている。 

 

 

 

 

 

 



（近隣県における実施状況） 

① 市町村が単独で公共下水道を設置

例）横浜市、川崎市、千葉市、武蔵野市（一部）、三鷹市（一部） など

② 市町村と県（流域下水道を設置）で役割分担

例）東京都（多摩地域の２６市３町１村の区域）、埼玉県、千葉県、神奈川県




